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1. 建築市場の今まで
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• これまでの建設市場の推移
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【出典】

・ 建築プライス：鉄筋コンクリート造、集合住宅、東京地域（SFC）（1990年=100）

・ 建築着工床面積：建築着工統計調査（国交省）（1991年＝100）

・ 建設業就業者数：労働力調査（総務省）（1997年＝100）

建築需要

就業者数

需給ギャップ

（バブル期）
消費増税駆け込み需要

人手が多く対応できた コスト上昇

鉄資材価格高騰

需要減も建築費アップ

需給ギャップ

⇒14年以降

プライスは高止

まりが続く



2. 今後の建築市場
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• 2025年までの建築費の動向

建築市場の経済環境
人口、世帯数、消費税、金利等

② 建設事業の供給
・ 建設就業者数
・ 建設資材価格
・ 供給能力

④④ 建築費水準の動向
2025年に向けての建築プライスの動向

建築市場

③ 需給市場
・ 生産供給能力
・ 需給ギャップ

① 建設投資の需要
・ 民間住宅
・ 民間非住宅
・ 公共建築



2-1. 建築需要の見通し
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• 新設住宅需要（着工戸数）の予測

①生産年齢人口、②空き家率、③住宅取得能力をもとに新設住宅着工戸数を推計。
2020年には約86万戸、25年には約73万戸の水準になると予測。

生産年齢人口

空き家率

住宅取得能力
金利・その他
（指数）

新設住宅
着工戸数
（床面積）

7,682万人

+13.4％

100

95万戸
（7669万㎡）

7,341万人

+13.9％

89

86万戸
（7079万㎡）

7,085万人

+14.2％

83

73万戸
（6170万㎡）

2017年 2020年 2025年
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• 新設民間非住宅需要（着工床面積）の予測

①空室率をもとにオフィスビル、②小売業・業況判断DI（先行き）をもとに商業ビル、
③GDP成長率をもとにその他非住宅施設を推計。①、②、③の各新設着工床面積
の合計数値を算出した。

非住宅新設
着工床面積

+3.0%

688万㎡

-0.8％ Pt

533万㎡

+1.7％

3874万㎡

5095万㎡

+5.0%

570万㎡

-5.0％ Pt

520万㎡

+0.3％

3593万㎡

4683万㎡

+9.2%

430万㎡

-16.0％ Pt

460万㎡

+0.5％

3420万㎡

4310万㎡

2017年 2020年 2025年

空室率

新設着工床面積

小売業・業況判断DI
（先行）

新設着工床面積

GDP成長率

新設着工床面積

オフィス

商業店舗

物流・工場
その他



2-1.4 建築需要のまとめ
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• 新設建築需要（着工床面積）の予測

①民間住宅、②民間非住宅、③公共建築の合計新設建築着工床面積を推計。
2020年には約1億2,505万㎡、25年には約1億1260万㎡になると予測される

民間住宅

民間非住宅

公共建築

新設住宅
着工面積

7669万㎡
（95万戸）

5095万㎡

704万㎡

1億3468万㎡

7097万㎡
（86万戸）

4683万㎡

725万㎡

1億2505万㎡
（対17’年比 -7.2％）

6170万㎡
（73万戸）

4310万㎡

780万㎡

1億1260万㎡
（対17’年比 -16％）

2017年 2020年 2025年



2-2. 建築供給の見通し
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• 生産性-需給バランスの推移

• 建設業就業者数と建築着工床面積の推移
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【出典】

・着工床（国交省）、建設業就業者数（総務省）に基づく。SFCで予測。

予測
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3. 建築費の見通し
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• 建築費の動向予測

①建築需要、②建築供給、③建築生産性をもとに新設建築費を推計。
2025年には約6％減になると予測される

建築需要
（合計新設着工
床面積）

建築供給
（建設就業者数）

建築生産性
（需要÷供給）

建築プライス
（指数）

1億3468万㎡

498万人

27.0㎡/人

100

1億2505万㎡

498万人

25.2㎡/人

99

1億1260万㎡

445万人

25.3㎡/人

94

2017年 2020年 2025年
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• 2018～2025年までの建築費動向予測
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【出典】

・ 建築プライス：鉄筋コンクリート造、 集合住宅、東京地域（SFC）（1990年=100）

・ 建築着工床面積：建築着工統計調査（国交省）（1991年＝100）

・ 建設業就業者数：労働力調査（総務省）（1997年＝100）

消費増税駆け込み需要 (1997年)

人手が潤沢にあり、建築費が上が

らず対応できた

需給ギャップ (1986年~1990年)

バブル期、長期に需要急増

コスト上昇（2008年）

鉄資材価格高騰

大幅な需要減も建築費アップ

需給ギャップ（2013年）

労働者数減少時に需要が

短期的に集中増

リーマンショック(2009年)

需要急減

2019年10月

消費増税

2019年後半から20年に

プライスはピークを迎える

東京五輪以降の

需要がみえない



４. 2020年以降の建設業



4-1 働き方改革
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• 「働き方改革」による工期への影響

• 24年5月末までに4週4閉所から4週8閉所へ（工期20％延長へ）

建設業における「働き方改革」の動き（概要）

2017年3月

2018年5月以降

2019年5月以降

2020年3月末

2022年3月末

2024年5月以降

政府の動き 日建連の対応

「働き方改革」実行計
画を策定

「働き方改革」関連法案
成立の予定

建設業における罰則付き上限規制の一般則を適用

「働き方改革」関連法施
工により罰則付き上限
規制の一般則が適用
（建設業以外）

2017年12月
「週休二日実現行動
計画」を策定

建設業は一般則が適用
されるまで、5年間の猶
予がある

4週6閉所を目指す

4週8閉所を目指す

将来的には
完全週休二日（土日＋祝日を休む）を目指す

１年間での稼働日

313日

１年間での稼働日

261日

１年間での閉所日

52日

１年間での閉所日

104日
52日

73日

21日

工期延長分

現行の工期

（4週4閉所）

「働き方改革」に

基づく適正工期

（4週8閉所）

・現行の工期｜「働き方改革」による工期への影響を試算するための基準値で1年（365日）とした

注）日建連による「週休二日実現行動計画」の目標を踏まえた試算

「働き方改革」によ

り閉所日が倍になっ

た為に追加で必要な

稼働日

追加で必要な稼働

日に伴う閉所日

工期
438
日

工期
365
日

工期延長は
約20%と試算



4-2 生産性の向上
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• 生産性の低下

• 建設業における生産性の低下

現在
（2017年） 27.0㎡／人



4-3 東京オリンピック後における建設業
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• 過去大会後の景気の変動

• 大会後の景気は落ち込む傾向にある

【出典】 日本経済新聞


